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諸 田 裕 子 

個に応じた指導 

　近年、児童・生徒一人ひとりの個性や能力に応じた指導を行う

よう文部科学省が奨励し、多様な取り組みを行う学校が増えてい

る。本章では、①選択教科（中学校のみ）、②習熟度別指導、③発

展的な学習の 3 点に絞って、それぞれ実施の程度、実施している

学年や教科、指導の内容などについて検証していくことにする。 
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新学習指導要領では、選択教科の内容につ
いて「課題学習、補充的な学習や発展的な学
習など、生徒の特性等に応じた多様な学習活
動が行えるよう各学校において適切に定める
ものとする」と述べられている。第05 章では、
時数の面から「選択教科」の実施状況を検討
した。本節では、開設コース数と指導内容面
から「選択教科」の時間の実態を概観する。

１）開設率と開設パターン

調査では、「今年度、選択教科として、次
の教科を何コースずつ開設していますか。そ
れぞれのコース数を学年ごとにご記入くださ
い」という質問を行った。教科別、学年別の
コース数の検討に入る前に、開設率について
みてみる。1 コースでも開設している場合を
「開設している」とみなし、教科別・学年別
の開設率をもとめたのが表05 －01 である。
「選択教科」の標準授業時数が学年進行に伴
って多く設定されているので、開設率も学年
進行により上昇している。学年を通じて「数
学」と「外国語」の開設率が最も高い。文部
科学省が行った「平成14年度教育課程の編成
状況調査結果」でもほぼ同様の開設率と傾向
を示している。
では、各学校は、何教科を開設しているの

だろう。非実技系教科（「国語」「社会」「数
学」「理科」「外国語」）と実技系教科（「音楽」
「美術」「保健体育」「技術・家庭」）の開設状
況の組み合わせによって、以下の04 パターン
を設定した。
①「全教科型」（非実技系教科05ないし04 教

科開設で、実技系教科04 ないし03 教科開設）
②「非実技系教科重視型」（非実技系教科

05 ないし04 教科開設で、実技系教科01 教科開
設ないし開設なし）
③「実技系教科重視型」（非実技系教科010

教科開設ないし開設なしで、実技系教科04 な
いし03 教科開設）
④「開設なし型＋01 教科型」（すべての教

科について開設なし、または非実技系教科と
実技系教科のいずれかで01 教科開設、または
いずれも01 教科開設）
この04 パターンの割合を示したのが表05－

02である（それら以外の場合は示していな
い）。「全教科型」は中01 生では9.0％にすぎ
ないが、中02 生で62.5％、中03 生で82.4％と
なっており、中03 生では大部分の学校で、開
設教科数を拡大していることがわかる。

２）学校規模別にみた開設コース数

次に、開設コース数について学年別、教科
別にみてみると（表05 －03）、教科によって
ばらつきはあるものの、学年進行に伴い、少
ないコース数（「00 コース」や「01 コース」）
の割合が減っていき、「02 コース」「03 コース」
といった多いコース数の割合が高くなる傾向
にある。たとえば、「国語」では、中01 生で
は「00 コース」59.0％、「01 コース」26.2％、
「02 コース」10.8％であるが、中02 生になる
と「00 コース」20.9％、「01 コース」43.1％、
「02 コース」25.2％となる。中03 生では、「000
コース」8.8％、「01 コース」27.5％、「02 コー
ス」35.3％となり、中01 、2 生では数パーセ

選 択 教 科 

第１節 

「選択教科」の開設コース数は、学年が上がるとともに増加する。また、学校
規模とも関連があり、規模の大きい学校ほど開設コース数は多い。活用のしか
たをみると、「生徒が楽しめる授業を開講するようにしている」「教科の補充的
学習を行っている」が9割を超える。 
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  国語 社会 数学 理科 音楽 美術 保健体育 技術・家庭 外国語 

 中 1生 38.5 26.2 44.8 26.0 31.5 29.4 28.0 26.4 45.6  

 中 2生 76.6 70.8 85.4 69.3 83.7 78.9 82.6 81.3 84.4  

 中 3生 88.7 90.0 93.9 89.6 86.4 81.6 86.4 85.7 90.7

■表5－1　「選択教科」の開設率（中学校／教科別） 
（％） 

（％） 

 

 

注1）サンプルは中学校603校。                                                                    
注 2）割合は、開設しているコース数の多寡にかかわらず、開設している学校を示している。 

■表5－3　「選択教科」の開設コース数（中学校／学年別・教科別） 

注）サンプルは中学校603校。 

  中 1生 中 2生 中 3生  

 全教科型  9.0 62.5 82.4  

 非実技系教科重視型 14.3 3.2 4.5  

 実技系教科重視型 14.9 6.0 0.2  

 開設なし型＋1教科型 35.2 2.2 1.8

■表5－2　「選択教科」の開設パターン（中学校／学年別） 

注1）サンプルは中学校603校。                                            
注 2）非実技系教科は、「国語」「社会」「数学」「理科」「外国語」の5教科、実技

系教科は、「音楽」「美術」「保健体育」「技術・家庭」の4教科とした。                                             
注 3）開設パターンは、①「全教科型」（非実技系教科5ないし4教科開設で、実

技系教科４ないし3教科開設）、②「非実技系教科重視型」（非実技系教科5
ないし4教科開設で、実技系教科１教科開設ないし開設なし）、③「実技系
教科重視型」（非実技系教科1教科開設ないし開設なしで、実技系教科4な
いし 3教科開設）、④「開設なし型＋１教科型」（すべての教科について開
設なし、または非実技系教科と実技系教科のいずれかで 1教科開設、また
はいずれも1教科開設）。①～④に含まれないケースは、表では省略した。 

  国語 社会 数学 理科 外国語 音楽 美術 保健体育 技術・家庭 

中1生  0コース 59.0 71.3 52.7 71.5 51.9 66.0 68.2 69.5 71.1 

 1コース 26.2 19.6 28.5 19.7 28.5 26.7 25.9 14.8 11.6 

 2コース 10.8 5.8 12.9 5.6 13.6 4.3 3.2 10.9 13.6 

 3コース 0.8 0.5 2.5 0.3 1.8 0.3 0.3 2.0 0.7 

  4コース以上 0.7 0.3 0.8 0.3 1.7 0.2 0.0 0.3 0.5 

 
  国語 社会 数学 理科 外国語 音楽 美術 保健体育 技術・家庭 

中2生 0コース 20.9 26.7 12.1 28.2 13.1 13.8 18.6 14.9 16.3 

 1コース 43.1 43.9 39.3 43.4 39.0 59.9 60.5 32.3 27.0 

 2コース 25.2 20.2 34.0 20.9 33.7 20.7 16.3 35.7 43.3 

 3コース 5.3 4.6 7.0 3.2 6.5 1.8 1.3 8.0 5.1 

 4コース以上 3.0 2.0 5.1 1.8 5.3 1.3 0.8 6.6 5.8 

 
  国語 社会 数学 理科 外国語 音楽 美術 保健体育 技術・家庭 

中3生   0コース 8.8 7.5 3.6 8.0 6.8 11.1 15.9 11.1 11.8 

 1コース 27.5 34.7 19.1 37.8 22.6 49.6 49.4 26.7 22.9 

 2コース 35.3 33.5 40.1 30.2 35.7 27.4 24.4 34.8 41.0 

 3コース 12.4 9.8 15.4 9.1 14.9 4.1 4.6 10.3 7.1 

 4コース以上 13.4 12.1 19.2 12.4 17.6 5.3 3.2 14.6 14.8

（％） 
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ントにすぎなかった「03 コース」が12.4％、
「04 コース以上」が13.4％にまで増加する。
学年進行に伴って、「02 コース」「03 コース」
以上を開設する割合が高くなるのは、非実技
系教科については、高校入試への対応もある
だろう。しかし、実技系教科でも同様の傾向
を示すことから、生徒の理解や習熟の程度、
生徒の興味関心が明確になってくることへの
対応、さらに、「選択教科」の教育課程編成
上の位置づけが学年によって異なっている
（学校間の相違は別として）ことによるとも
考えられる。
これらの開設コース数を学校規模別にみて

みると（表05－04、紙幅の関係で「国語」の
み示す）、学校規模により開設状況が異なっ
ていることがわかる。たとえば、中02 生では、
開設コース数「00 コース」の割合は、「大規
模校」9.7％、「中規模校」18.8％、「小規模校」
35.5％であり、「02 コース」開設は、「大規模
校」37.8％、「中規模校」22.9％、「小規模校」
14.5％である。また、中03 生をみると、「04
コース以上」開設が、「大規模校」では
26.5％、「中規模校」10.6％、「小規模校」
3.2％となっている。学校規模が大きくなれ
ば「00 コース」開設の学校の割合は減少し、
「02 コース」以上開設の割合は増加する傾向
を示している。「選択教科」の開設コース数
に影響を与える要因は、先述したように学年

による違いもあり、学校規模だけではない。
しかし、学校規模の違いが開設コース数に影
響を与えているのは、生徒数の多さに対応し
た“必要”に迫られた結果であるとともに、
必要に応じることのできる担当教員数を確保
できた結果としても考えなければならないだ
ろう。

３）「選択教科」の授業内容

最後に、「選択教科」の時間の指導内容に
ついてみてみよう（図05－01）。本調査では、
学校全体でこの時間をどう活用しているかに
ついて、6 つの質問項目を設定し、それぞれ
について「とても当てはまる」「まあ当ては
まる」「当てはまらない」の03 段階で回答し
てもらった。「とても当てはまる」と「まあ
当てはまる」の合計の割合が最も高かったの
は、「生徒が楽しめる授業を開講するように
している」で91.1％、次いで「教科の補充的
学習を行っている」が90.0％、「体験的活動
や体験的方法を取り入れている」が70.0％と
続く。「選択教科」では、補充的な学習とと
もに発展的な学習内容も扱うよう文部科学省
から例示されていたが、「入試問題などの応
用的演習を行っている」や「学習指導要領の
削減された内容を扱う時間に充てている」へ
の回答は、5割に満たない。
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■表5－4　「選択教科・国語」の開設コース数（中学校／学年別・学校規模別） 

■図5－1　「選択教科」の授業内容（中学校） 

注1）サンプルは大規模校196校、中規模校218校、小規模校186校。学級数の設問に回答しなかった3校は、
分析から除外した。                                                               

注 2）大規模校は学校全体の学級数が15学級以上、中規模校は9～14学級、小規模校は2～8学級の学校とし
た。 

  0コース 1コース 2コース 3コース 4コース以上 無答不明 

中1生 小規模校 68.8 22.0 5.4 0.5 0.5 2.7 

 中規模校         59.2 28.9 8.7 1.4 0.9 0.9 

 大規模校         49.5 27.6 18.4 0.5 0.5 3.6 

中 2生 小規模校         35.5 44.6 14.5 2.2 0.5 2.7 

 中規模校         18.8 51.4 22.9 4.1 1.8 0.9 

 大規模校         9.7 32.7 37.8 9.7 6.6 3.6 

中 3生 小規模校         14.0 38.2 34.4 7.5 3.2 2.7 

 中規模校         7.8 28.9 38.5 13.3 10.6 0.9 

 大規模校         5.1 15.8 32.7 16.3 26.5 3.6

（％） 

（％） 

注）サンプルは中学校603校。 
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各学校現場では、「習熟度別指導」はどの
ように進められているのだろうか。これまで、
「差別感」「不平等」といった否定的な文言と
結びつけられ、教師にも保護者にも忌避され
てきた感のある学習指導方法だが、今回の私
たちの02年調査に先立って文部科学省が行っ
た「教育課程の編成状況等の調査結果」（平
成14年度）によれば、「習熟度別指導」の実
施率は、小学校で63.1％、中学校で64.7％だ
という。さらに、平成12年度実績が、小学校
38.8％、中学校31.0％であることをふまえて、
「中学校では実施率が倍増しているなど、実
施している学校の割合は大幅にのびている」
と文部科学省はコメントしている。

１）実施率

今回、「習熟度別指導」の取り組みについ
て、小学校調査では、「今年度実施している」
「実施していないが、教員の手当ができれば
実施したい」「実施する予定はない」の３つ
の選択肢への回答状況をもとに実施率を求め
ている（図05－02）。また、中学校調査では、
実施している教科と学年について質問し、す
べての学年と教科について無答不明だった場
合を「実施していない」とみなして、実施率
を求めた（図05－03）。小学校では、「今年度
実施している」は41.1％と、文部科学省の調
査結果に比べ低い数値になっている。しかし、
「実施していないが、教員の手当ができれば
実施したい」35.7％と合わせると実に７割強
の学校現場が「習熟度別指導」の必要性を感

じ、関心を持っている。中学校における実施
率は52.9％であった。
これらの実施率を地区別にみてみると、小

学校では、Ｄ地区の7.1％からＢ地区の73.9％
まで、また、中学校では、Ｇ地区の32.0％か
らＤ地区の88.9％までと大きな幅がある（図
省略）。こうした実態は、教育委員会が「習
熟度別指導」を奨励していたりしていなかっ
たりする可能性をうかがわせるものである。

２）実施している教科や担当教師

小学校調査では、実施学年、担当教師、教
科についてたずねている。実施学年をみてみ
ると（図05 －04）、小02 生で37.9％であった
実施率が、小03 生をさかいに07 割前後を示す
ようになる。小04 生では73.1％である。学習
内容の理解に差が生じる学年は小04 生である
といわれている。児童の理解度の実態をふま
えての実施なのか、一般的にいわれているこ
との先取りかは調査ではわからないが、小02
生から実施率が上昇し、小04 生で最も多くな
るという結果は、まさにそのことを反映して
いるといえる。
担当教師は、「少人数加配」の場合が70.5％

と最も高く、次いで「学校内の教師」39.4％
となっている（図05－05 ）。実施している教
科は、「算数」が最も高く99.6％、次いで
「国語」14.8％となっている（図05 －06 ）。
「算数」で実施している場合、「すべての授業
で実施」しているのは24.0％と約04 校に01 校
である。最も多い方法は、「特定の単元につ

習熟度別指導 

第２節 

「習熟度別指導」の実施率は、小学校41.1％、中学校52.9％である。担当して
いる教師は、「少人数加配」が小・中学校ともに７割前後である。実施教科は
「算数」「数学」が多く、小学校では「算数」の実施が99.6％と圧倒的に多い。
個に応じた指導は、今は実施していなくても、実施を希望する学校が多く、教
師の確保ができれば実施率は高まるものと予想される。 
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■図5－2　「習熟度別指導」の実施状況（小学校） 

■図5－3　「習熟度別指導」の実施状況（中学校） 

（％） 

（％） 

（％） 

注）サンプルは小学校642校。 

実施している    　　　　　　　　　　 実施していない 

■図5－4　「習熟度別指導」の実施学年（小学校） 

小1生  

小 2生   

小 3生   

小 4生   

小 5生  

小 6生 

注1）サンプルは中学校603校。 
注 2）中1生～中3生の「国語」「数学」「英語」「その他」の必修教科と選択教科それぞ

れについて、習熟度別指導を実施していれば○をしてもらい、1か所でも○があ
れば「実施している」、1か所も○がなければ「実施していない」とした。 

注 1）サンプルは「習熟度別指導」を「今年度実施している」と回答した264校。  
注 2）複数回答。 
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いて実施」の55.9％であった（図05－07）。
続いて、中学校について教科別、学年別に

「習熟度別指導」の実施率をまとめたのが表
05－05である。教科によって実施率は異なっ
ている。「数学」が最も高く、必修教科をみ
ると、「数学」47％前後、「英語」24％前後だ
が、「国語」は1.6～3.1％である。また、各教
科ごとの実施率を学年と授業時間別にみてみ
ると、必修教科では学年による実施率の差は
ないものの、選択教科では、学年の上昇とと
もに実施率が高くなる傾向にある。たとえば、
選択教科の「数学」では、中01 生15.7％、中

02 生30.4％、中03 生45.1％となっている。こ
のことから、選択教科の時間の使い方が学年
によって異なっていることがわかる。担当教
師は「少人数加配」の場合が67.4％と最も高
く、次いで「学校内の教師」53.0％となって
いる（図05－08 )。

３）教職員の確保の重要性

02年調査では、他の新しい学習指導方法と
して「少人数指導」や「ＴＴ」の実施状況や
実施予定についてもたずねている。「少人数
指導」の実施率は、小学校で57.0％、中学校

■図5－5　「習熟度別指導」の担当教師（小学校） 

■図5－6　「習熟度別指導」の実施教科（小学校） 
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注1）サンプルは「習熟度別指導」を「今年度実施している」と回答した264校。 
注 2）複数回答。 
 

注 1）サンプルは「習熟度別指導」を「今年度実施している」と回答した264校。 
注 2）複数回答。 

注 1）サンプルは「習熟度別指導」を「今年度実施している」と回答し、
実施教科の中で「算数」を選択した263校。      

注 2）複数回答。 
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■図5－7　「算数」の習熟度別指導の実施方法（小学校） 
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で72.5％、「ＴＴ」の実施率は、小学校で
72.4％、中学校で81.8％となっている（巻末
基礎集計表を参照）。実施予定については、
「教員の手当があれば実施したい」と回答し
た学校が、「少人数指導」については小学校
29.0％、中学校16.9％、「ＴＴ」については小
学校17.0％、中学校10.1％となっている（巻
末基礎集計表を参照）。
これらの指導は、すでに実施ずみの学校と

それを希望する学校を合わせると、9 割前後
の高率になる。指導方法の選択は、各学校が

かかえる教育課題や教育委員会からの指導、
保護者からの教育要求、教職員の連携といっ
た要因も影響を与えているため、一概にはい
えないが、「個に応じた指導」を担当するス
タッフの確保が実現すれば、こうした指導方
法の実施率は09 割前後に上る可能性が高い。
ちなみに、「習熟度別指導」「少人数指導」
「ＴＴ」のすべての指導方法を実施している
学校の割合を算出してみると、小学校では、
642校中190校の29.6％、中学校では603校中
228校の37.8％であった。

0 10 20 30 40 50 60 70 80

■図5－8　「習熟度別指導」の担当教師（中学校） 
（％） 

注1）サンプルは「習熟度別指導」を「実施している」319校。 
注 2）複数回答。 

注）サンプルは「習熟度別指導」を「実施している」319校。 
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■表5－5　「習熟度別指導」の実施状況（中学校／学年別・教科別） 
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「発展的な学習」という文言がはじめて登
場したのは、2002年1月17日に文部科学省が
提示した「学びのすすめ」のなかの「一人ひ
とりの個性等に応じ」る学習指導方法の01 つ
としてであった。02年調査では、現場の教師
たちが、この「発展的な学習」をどのように
とらえて実際に取り組んでいるのかをたずね
ている。「学びのすすめ」では「学習指導要
領は最低基準であり、理解の進んでいる子ど
もは、発展的な学習で力をより伸ばす」とい
う発表がなされている。この発表趣旨から、
指導内容として05 つの項目を設定した。
まず、各項目への回答状況をみる前に、「発

展的な学習」の取り組み状況を確認しておく
（図05 －09）。なお、「発展的な学習」を「特
に行っていない」と回答した割合をもとに数
値を算出した。「発展的な学習」に取り組ん
でいる教師は、小学校で67.1％、中学校で
76.7％である。

では、教師たちは「発展的な学習」として
どのような指導をすすめているのだろうか。
小学校教師と中学校教師では、回答結果が大
きく異なっている（表05 －06）。小学校教師
が「発展的な学習」として取り組んでいる指
導内容として最も多かったのは、「ある教科
内容を他の教科や総合的な学習の時間へと広
げた内容」53.5％であった。この項目を選ん
だ中学校教師は19.6％にすぎない。他方、中
学校教師が「発展的な学習」として最も多く
取り組んでいる指導内容は、「学習指導要領
の改訂によって削除・軽減された内容」51.3
％であり、小学校教師の場合は31.2％となっ
ている。また、「上級学年や上級学校に進ん
でから困らないように配慮した内容」につい
ては、小学校教師15.3％、中学校教師33.0％、
「将来的に（国・私立中学校や）高校入試に
役立ちそうな内容（かっこ内は小学校教師の
み）」では、小学校教師0.7％に対して中学校

発 展 的 な 学 習 

第３節 

「発展的な学習」に取り組んでいる教師は、小学校で67.1％、中学校で76.7％
であった。取り組みのトップは、小学校教師が「ある教科内容を他の教科や総
合的な学習の時間へと広げた内容」53.5％であるのに対し、中学校教師が「学
習指導要領の改訂によって削除･軽減された内容」51.3％となっている。 

■図5－9　「発展的な学習」の取り組み状況（小・中学校教師） 

（％） 

注）「発展的な学習」の指導における選択項目中「特に行っていない」と回答した教師を
「取り組んでいない」、それ以外の５項目中１つでも○をつけた教師を「取り組んで
いる」とした。 

取り組んでいる  　　　　　　　　取り組んでいない  　　　無答不明 
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小学校教師 
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教師36.4％であった。全体的には、小学校教
師の場合、「総合的な学習の時間」をイメー
ジした「発展的な学習」を行っている傾向が
強いといえる。中学校教師の場合は、高校入
試や進級と関連づけて「発展的な学習」をイ
メージしている傾向が強いと考えられる。
これらを教科別、教職経験年数別にみてみ

ると、小学校では、「学習指導要領の改訂に
よって削除・軽減された内容」が、「理科」
を主に研究している教師において40.6％と高

い数値を示し、また、教職経験年数21年以上
のベテラン教師において、2 番目に多い指導
内容となっている。中学校では、最も高い割
合を示す指導内容が教科によって異なってお
り、「国語」では「将来的に高校入試に役立
ちそうな内容」が45.2％と最も高く、「外国
語」では「理解の進んだ生徒を考慮した、よ
り高度な内容」が50.6％となっている。教職
経験年数05 年以下の教師において、「学習指
導要領の改訂によって削除・軽減された内

■表5－6　「発展的な学習」の内容（小・中学校教師／担当教科別、教職経験年数別） 
（％） 

      　　教　　　科 
  

全体
 国語 社会 算数 理科 その他 無答不明 

  （2828人） （1346人） （226人） （773人） （96人） （326人） （61人） 
 ある教科内容を他の教科や総合的な学習の時間へと広げた内容   53.5 57.1 64.6 47.3 57.3 46.9 42.6 
 理解の進んだ児童を考慮した、より高度な内容       32.5 29.5 37.2 39.1 37.5 26.4 23.0 
 学習指導要領の改訂によって削除・軽減された内容   31.2 29.2 34.5 35.4 40.6 26.7 19.7 
 上級学年や上級学校に進んでから困らないように配慮した内容 15.3 14.9 13.3 16.6 14.6 14.7 18.0 
 将来的に国・私立中学校や高校入試に役立ちそうな内容   0.7   0.3   1.8   1.4   0.0   0.3   0.0 
 無答不明       14.1 15.8   4.4 12.0   7.3 18.4 26.2 

                                                                               　　教職経験年数 
  全体 ～5 6～10 11～20 21～30 31 

無答不明     年目 年目 年目 年目 年目～ 
  （2828人） （229人） （305人） （1116人） （991人） （174人） （13人） 
 ある教科内容を他の教科や総合的な学習の時間へと広げた内容  53.5 46.7 50.8 52.3 57.0 56.9 30.8 
 理解の進んだ児童を考慮した、より高度な内容 32.5 38.0 34.8 36.7 26.9 26.4 23.1 
 学習指導要領の改訂によって削除・軽減された内容   31.2 26.2 29.2 33.7 30.2 31.6 30.8 
 上級学年や上級学校に進んでから困らないように配慮した内容 15.3 13.5 20.7 15.5 14.3 12.6   7.7 
 将来的に国・私立中学校や高校入試に役立ちそうな内容     0.7   0.0   1.0   1.2   0.3   0.6   0.0 
 無答不明 14.1 12.2 11.5 11.7 16.2 21.3 53.8 

     　　　教　　　科   
  

全体
 国語 社会 数学 理科 外国語 その他 無答不明 

  （2705人） （540人） （343人） （634人） （344人） （486人） （354人） （4人） 
 学習指導要領の改訂によって削除・軽減された内容 51.3 36.9 54.8 65.1 75.0 35.2 44.4 50.0 
 理解の進んだ生徒を考慮した、より高度な内容 42.0 30.6 29.4 59.6 34.6 50.6 35.0 75.0 
 将来的に高校入試に役立ちそうな内容 36.4 45.2 39.7 41.0 34.9 39.1   9.6   0.0 
 上級学年や上級学校に進んでから困らないように配慮した内容 33.0 40.2 28.9 36.0 35.5 30.9 21.2 25.0 
 ある教科内容を他の教科や総合的な学習の時間へと広げた内容 19.6 26.5 23.9   7.3 17.2 19.8 29.4   0.0 
 無答不明   3.9   3.9   3.8   2.2   2.3   4.1   8.2 25.0 

         　教職経験年数 
   ～5 6～10 11～20 21～30 31 

無答不明
  

  
全体

 年目 年目 年目 年目 年目～ 
  （2705人） （319人） （426人） （1199人） （658人） （99人） （4人） 
 学習指導要領の改訂によって削除・軽減された内容   51.3 42.3 52.3 53.8 51.5 45.5 25.0 
 理解の進んだ生徒を考慮した、より高度な内容       42.0 45.1 40.8 43.5 39.2 36.4 50.0 
 将来的に高校入試に役立ちそうな内容       36.4 36.4 37.6 37.6 34.2 32.3   0.0 
 上級学年や上級学校に進んでから困らないように配慮した内容 33.0 30.1 32.9 33.5 34.2 28.3 25.0 
 ある教科内容を他の教科や総合的な学習の時間へと広げた内容 19.6 17.6 21.4 18.6 21.4 19.2   0.0 
 無答不明         3.9   2.8   3.7   3.9   3.5 10.1 50.0

注1）サンプルは「発展的な学習」に「取り組んでいない」教師を除いた小学校教師2828人、中学校教師2705人。           
注 2）　　  は最大値、　　  は 2番目に大きい値を示している。                                                         
注 3）小学校教師の担当教科は、「力を入れて研究している教科」として回答してもらったもの。                         
注 4）複数回答。 
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容」が他の経験年数の教師集団よりも低く
（42.3％）、逆に「理解の進んだ生徒を考慮し
た、より高度な内容」が他の教師集団よりも
高くなっている（45.1％）点が特徴的である。
教育改革が進行する過程のどの時点で教師に
なったのかは、どのような授業内容が望まし
いと考えるのか、何が課題となっているのか
といった教師の学習指導観に影響を及ぼして
いる。
「発展的な学習」を進めるにあたって活用
している時間についても、調査ではたずねて

いる（図05 －10）。小学校では、「通常の授
業」が08 割を占め、次いで、「習熟度別指導
の授業」24.5％と続く。中学校では、「選択の
授業」69.1％が最も多く、次いで「必修の授
業」54.4％となっている。先の指導内容にみ
られた各学校段階の特徴をふまえると、いろ
いろな学力の生徒が一斉に授業を受けている
「必修の授業」よりも「選択の授業」時間の
ほうが、「改訂によって削除・軽減された内
容」や「理解の進んだ生徒を考慮した、より
高度な内容」を指導するには適切といえる。
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■図5－10　「発展的な学習」の活用時間（小・中学校教師） 

（％） 

注1）サンプルは「発展的な学習」に「取り組んでいる」小学校教師2429人、中学校教師2599人。                         
注 2）複数回答。                                                         
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